
 
 独立行政法人統計センターの平成19年度業務実績評価結果の主要な反映状況 
 
１．役員人事への反映について 

 役員人事への反映  中期目標に定められた業務について、中期計画に沿った年度計画が順調に達成され、総務省独立行政法人評価委員会による平成19年

度の総合評価が「Ａ」評価であったこと等を踏まえ、役員の解任等は行わなかった。 
 
 
２．法人の運営、予算への反映について 

 評価項目 平成19年度業務実績評価における主な指摘事項 平成20及び21年度の運営、予算への反映状況 

業務運営の高度
化・効率化 

(ＩＴを活用した業務基盤整備) 
・ＩＣＴ等を活用した業務基盤の整備が、業務を効率的
に運営する上で非常に効果的であるといえる。このた
め、次期中期目標に向け、投資効果を勘案しつつ、新た
な製表システム等の研究開発に努めることが必要であ

る。 

 
・「独立行政法人統計センターにおける業務・システム最適化計画」（以下「最
適化計画」という。）に基づき、平成21年１月からホストコンピュータ２台のう
ち１台を廃止するとともに、平成22年８月に残りのホストコンピュータをダウ
ンサイジングすることにより、クライアント／サーバシステム（以下「Ｃ／Ｓ」

という。）へ完全に移行することから、ホストコンピュータで行っている処理を
Ｃ／Ｓで行えるよう製表システムの開発を段階的に行っている。 
システムの書換えが必要な13調査20システムのうち、平成21年３月末時点で

11調査18システムの開発が完了した。 
なお、最適化計画の対象システムに係る経費は、効果比較年度の平成18年度

に比べ、最適化計画の最終年度である23年度は約３億9000万円の削減が見込ま

れている。 

 
技術の研究 (研究成果の製表業務への活用) 

・国内外の技術動向に関する情報や外部有識者の知見を
積極的に活用して、製表技術に関する研究を計画的に進
め、研究の成果が実務に効果的に適用されることを大い

に期待したい。 
 

 
・平成19年度にまとめた「市区町村コードのオートコーディングに関するアル
ゴリズムの研究」の研究成果を踏まえて、平成20年住宅・土地統計調査に市区
町村コードのオートコーディングを導入することとした。これにより、自動格

付率の目標を75％に設定し、業務運営の高度化・効率化を図ることとしている。 
 
・平成21年経済センサス-基礎調査における産業分類について、従来からの知識
や技術に基づく自動格付技法の改良を図る研究を行っている。この研究成果は、
当該調査の産業分類符号格付事務に適用することとしている。 
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